
計 算 書 類

第２８期

自　２０１９年　４月　１日

至　２０２０年　３月３１日

１．貸借対照表

２．損益計算書

３．個別注記表



 (単位：千円)

金 額 金 額

21,142,807  流  動  負  債 15,838,048

399,099 185,320

2,698,703 1,872,610

3,632,920 13,295,418

12,735,275 174,627

584,181 24,442

21,075 87,966

40,767 3,993

198,462 61,509

1,586 4,712

57,564 123,230

21,252 4,216

749,114 302,182

1,097 245,416

1,706 18,285

2,688

964,338 35,793

  有 形 固 定 資 産 68,310

15,578

337 16,140,231

18,603

0  株  主  資  本 5,759,550

8,180 296,400

1,190 73,379

24,420 73,379

4,725 5,389,771

3,525 5,000

1,199 5,384,771

  投資その他の資産 891,301 100,000

809,825 5,284,771

30,549 評価・換算差額等 207,363

50,926 207,363

5,966,914

22,107,145 22,107,145

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

資 産 の 部

貸    借    対    照    表

２０２０年 ３月 ３１日現在

負 債 の 部

売 掛 金

商 品

未 成 工 事 支 出 金

仕 掛 品

原 材 料

科 目 科 目

現 金 及 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

支 払 手 形

電 子 記 録 債 務

買 掛 金

 流  動  資  産

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 事 業 所 税

前 受 金

繰 越 利 益 剰 余 金

   資    本    金

   資 本 剰 余 金

工 具 器 具 備 品

土 地

修 繕 引 当 金

負 債 合 計

建 設 仮 勘 定

そ の 他

預 り 金

建 物

構 築 物

機 械 装 置

 固　定  負  債

長 期 預 り 金

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 引 当 金

未 収 入 金

 固  定  資  産

そ の 他

貯 蔵 品

前 払 費 用

預 け 金

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投 資 有 価 証 券

資 本 準 備 金

前 渡 金

そ の 他

車 両 運 搬 具

繰 延 税 金 資 産

   利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

  無 形 固 定 資 産

純 資 産 の 部

純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金



  (単位：千円)

66,395,558

64,870,087

1,525,470

1,017,244

508,225

6,129

47,033

4,262 57,424

23,642

3,592 27,235

538,415

25

50

538,390

155,760

-264 155,496

382,894

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

当 期 純 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

法 人 税 等 調 整 額

特 別 利 益

固 定 資 産 除 却 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 損 失

受 取 利 息

受 取 配 当 金

雑 収 入

損   益   計   算   書

自 ２０１９年 ４月  １日
至 ２０２０年 ３月３１日

金           額

法人税、住民税及び事業税

売 上 高

売 上 原 価

科          目

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益



（1）有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
① 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定しております。）

② 時価のないもの
移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法
① 商品

Ⅰ構造用鋼 ・・・ 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ
の方法により算定しております。）

Ⅱその他の商品 ・・・ 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
下げの方法により算定しております。）

② 未成工事支出金 ・・・ 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ
の方法により算定しております。）

③ 製品及び仕掛品 ・・・ 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ
の方法により算定しております。）

④ 原材料及び貯蔵品 ・・・ 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
下げの方法により算定しております。）

（3）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法
ただし,1998年4月1日以降取得した建物及び2016年4月1日以降取得した建物附属設備並びに構築物
については、定額法によっております。
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

② 無形固定資産
定額法
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当期に負担すべき額を計上しており
ます。

③ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、期末における要支給見込額を計上しております。

④ 役員退職引当金
役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく要支給見込額を計上しております。

⑤ 修繕引当金
製造設備の定期修理費用の支出に充てるため、修理計画に基づき、当期に負担すべき額を計上して
おります。

（5）重要な収益及び費用の計上基準
受注設備製造及び請負工事の売上計上基準は、工事完成基準によっております。

（6）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。
なお、未経過リース料総額は、9,981千円であります。

② 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

個 別 注 記 表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記



有形固定資産の減価償却累計額　　           314,162千円

（1） 5,928株

（2）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

2. 貸借対照表に関する注記

3. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における発行済株式の数　　

決議年月日 決議機関 配当の総額
１株当たり
配当金

基準日 効力発生日

2019年 2019年 2019年

6月26日 3月31日 6月26日
20,000円株主総会 118,560,000円


